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　　　　　　　カナ ダ先住民 と土地財産権
一 リル ワ ッ トネーシ ョ ン 居留地 に おける コ モ ン ズの 形成 と衰退

　　　 根本　昌彦

（日本木材総合情報セ ン ター）

　 カ ナ ダ、ブ リ テ ィ ッ シ ュ
・コ ロ ン ビア 州の 先住民 族 リル ワ ッ トネ

ー
シ ョ ン の 居 留地 を対象 と し

て 財産権 （上地権）の 形成と変動の過程を記述 した 。 先住民社会の共同体的側面と西洋近代的な

カ ナ ダ社 会 と を対抗軸 と しなが ら コ モ ン ズ の 成 立 条件 の
一
端 を明 らか に す る こ とが 目的で あ る 。

　リ ル ワ ッ ト先住民は カ ナ ダ法制度 ドの 居留地 に お い て 「法律上」の 規定 とは 別に 慣習的な財産

権を 「事実上」形成した。そこ で は先住民の 「伝統」を基礎 に した総有的、内発的な制度の 発展

が み ら れ た。しか し、1960年代 以 降 の 急 激 な 商 品 経 済 の 展 開 や カ ナ ダ社 会 の 福 祉 型 国 家 へ の 移 行

とい う情勢変化 の 中で 、自律的な ：ヒ地 利用 の 展開が 閉塞状 況 に陥 っ て い る現 実が 明 らか とな っ た 。

特 に、カ ナ ダ政 府が 居留地 に 適用 した 疑似的 な私的土 地 所有制度や 居留地内外 で 進展 した商業的

森林伐採が 先住民社会 に 大きな混乱を もた ら した。また、財産権 （土地権） を支持す る 権威機構

は カ ナ ダ法制度と先住民 の 慣習 や 世 界観との 相 克 に よ っ て 二 重構造 化 し、そ の 力関 係が時々 の 歴

史 環 境 の 中 で 変 転 して き た。

　今 日 で は、政 府資金 の 分 配 を基 軸 と して リル ワ ッ トと カ ナ ダ と の 関係 が規定 され、そ れ が 依存

体 質 を先 住 民 仕 会 の 中 に 固 定化 させ る と同 時 に 、 「カナ ダ派」　「伝統派 」 とい っ た 内 部対立 の 要

因 と な っ て 自律的発展 を 阻害 して い る 。

キー
ワ
ー ド　財産権 、コ モ ン ズ 、慣習法、先住民土地権、社会変動、カナ ダ先住民

1．研 究目的お よび方法

　 「持続的発展」が展望される現在、再生可能な天然資源の 利用 ・管理の 方策 として、伝統的な

コ モ ン ズ の 果たす役割が 再考 され て い る （Berkes，　et　al．，1989） 。 伝統的 コ モ ン ズ の 特徴で あ る

資源利用の 長期性や生態学的な適応性 を現代 に生かそうとする試み で ある。しか しなが ら、伝統

的とい うこ とは静態的 で ある こ とを意味 しない
。 伝統的な コ モ ン ズ や コ モ ン ズ を維持 して きた共

同社会は 、市場経済が グ ロ ーバ ル化し、政治シ ス テム が統合 ・一元化す る過程の 中で 大 きく変質

を迫 られ て きた 。 将来の資源利用の あ り方を展望する にあた っ て は、コ モ ン ズ を取 り巻 く変動過

程 を整理
・
理解 してお くこ とが不 口∫欠 であ る。

　本研究 では 「財産権」を視角 として 、コ モ ン ズやその 母体で ある共同体社会の変動を記述す

る 。 特に 、共同体 と近代社会とが交錯する過程で生 起する問題の
一
端を整理 し、而者の 共存の 可

能性 を展望 した い
。 事例 と して 、 「西洋近代化 ・資本主義化と共同体杜会」ある い は 「国家的統

一
と民族 の 自立」 とい う観点か ら

一
つ の 典型 を示す カ ナ ダ先住民 リ ル ワ ッ トネ

ー
シ ョ ン （Lil

’
wat
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を取 り Eげ、その 居留地 に お い て生起 して きた問題 を整理する 。

　調査は参加型の 聞き取 り調査法 を採用 し 、 約8ヵ 月間 （1994年3−ll月〉現地 に居住 して 人々 と

生活 を共に した 。 同時に、議事録の 解読な ど文献調査法を併用 し、聞き取 り調査法と相互照会す

る こ とで記載事項の信頼性 を高め た。 さらに、調査結果の 概要を文書として複数の リル ワ ッ ト先

住民 に読ん で もらい 、こ の 調査で示 した事象の 説明が彼 らの 主観的な歴史認識、事実認識に対立

しない こ とを確認 した。

2．理論的 ・歴史的枠組み 　財産権と先住民居留地

　マ ク フ ァ
ー

ソ ン は財 産権 （property　rights）を定義して 「財 産権とは何 らか の 便益 に対す る強制

的な請求権で あり、その 強制力は社会や 国家の権威の 下で保証 され、慣習や 因習あるい は法等の

諸制度 を通 して実現する もの」　（Macpherson，1978：3）として い る 。 伝統的なカナ ダ先住民の 社

会で は土地に関わ る慣習 ・慣行 と権威 （先住民 の 社会組織 ・世界観） とを構成要素 とする財産権

（土地権）が成立 して い た。一
方、あ る 社会の 財産権の様態は 「社会構成員の

一
部、また は 全体

の 目的 に合致す る ように構成 さ れ る」　（Macpherson ，
1978 ：13）こ とで 当該社会に お け る富の 分配

様式 を決定する 。 した が っ て 、財産権変動の 背景に は、財 産権の 変動 を引 き起 こ す こ とが 可能な

主体 の 構成や性格 に変化があ る か 、 ある い は、それ ら主体が追求する 目的自体の 変化が生起 して

い る と考えられ る 。

　先住民の 土地権の 変動で は 、 カナダ社会と先住民社会との 間で の 「主体」　 （権威の所在〉をめ

ぐる対抗関係 と、　「目的」の 変動を引き起こすような社会経済的要因の 双方に注 目して お く必要

が ある 。 特に、コ モ ン ズ の ような共同体社会と不可分に結び つ い た財産権の変動 を記述する 際に

は、サ ム ナ
ー

が強調する権利が存在するた め の 論理
一

何 の ため に 共 同社 会が存在する の か、何の

ため に共同社会は ル ール を持 つ の か、何 の ため に ル
ー

ル は特定の個人 ・集団に権利を保障する の

か と い う問題 （Sumner，1987）に も注意を払 う必要が あろ う。

　本研究で 取り上 げる リル ワ ッ トネー
シ ョ ン の伝統的領域 （テ リ トリー）はブ リ テ ィ ッ シ ュ

・コ

ロ ン ビ ア （BC ）州南西部の 内陸LLI間部に約50  四方に広が り、サ ケの 遡上 の 多い こ とで 知 られ

る フ レー
ザ
ー

川の 支流や湖 、 ある い は氷河に覆わ れた山岳地帯をその 領域内部に抱えて い る 。 伝

統的領域 には 定住集落や キ ャ ン プ地等の 居住空問 の 他に、狩猟や漁労、採取等に供され る経済的

な空間 、 ある い は瞑想や精神修練の ため の ス ピリチ ュ ア ル な空間が含まれ て い た （Teiロ 906） 。

こ うした領域は民族間の 戦闘等 を通 して確定され て きたもの で あ り、内的な土地利用等に関わ る

規制 には、長老や シ ャ
ー

マ ン を含む社会組織全体が権威と して機能 して い た と考えられ る 。
こ う

した権威 を支える先住民の 世界観は、日常的な伝承、歌謡や舞踊などの 象徴的な表現形態の 中で

再生産 され て い た （Hallowell， 1964）。

　こ の リル ワ ッ トの 領域に欧州人が足 を踏み 入れ る の は 19世紀の 前半、当初は 毛皮交易を目的と

して い た 。 その後、1850年代 には ゴール ドラ ッ シ ュ が起 こ り、リル ワ ッ トは北 へ 向か う砂金掘 り

たち の 主要路 となる 。
こ の 時期まで の 欧州人 と先住民 の 関係は相互 に有益な関係 （Fisher，1992）
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で あ り、自人に よる先住民 の社会や文化の 意識的 ・強制的な改変はなか っ た とされる 。 但 し、リ

ル ワ ッ トに は 19世紀前半に は海岸部で発達 して い た土地資源の所有制度が （Alexander，1992）、

1850年代に は ジ ャ ガ イモ 栽培など の 農耕 も伝播 し （Decker，　et．al．，1977）、19世紀の 末まで には

交易の 増大 に対応 し た トラ ッ プ ラ イ ン ｛2 ，の 形成等、土地資源利用の 内的な展開が み られた 。 こ

うした農耕や交易の 増大に よる富の 蓄積と偏在に伴 っ て 、社会構造や財産権の構造 に変化が生 じ

た こ とは 予 想さ れ る 。

　19世紀後半に なるとカナ ダ社 会はよ り抑圧的な形で リル ワ ッ ト社会をとらえ、リル ワ ッ トの 伝

統を背景に した財産権の枠組み は脅か され始める 。 1871年にBC が カ ナ ダ連邦に参加 し、州内の

土地資源に対する管轄主体 となる と、BC 政府は 先住民 との 間に 条約が な い まま土地 の 収奪を先

導する 13 ）。カナ ダお よび州政 府は居留地 を設 定して カナ ダ社会から先住民社会 を隔離す る
一

方、宣教師などを介した先住民 の キ リス ト教化、英語化 とい っ た同化政策を進め る こ とになる 。

特に先住民 の 子弟を親元か ら離 し、教会が運営する寄宿学校に 強制的に連行 して進め た西洋化教

育は （その
．一

部は 1960年代 まで続 い た）、先住民 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ
ー

を掘 り崩す こ とに 大きく

貢献 した （Miller， 1996）。

　こ うした抑圧 に 対 して 先住民 は単に座 して耐えて い たわけで はない
。 今世紀初頭に はBC 州各

地で先住民の権利回復の運動が起きた 。 リル ワ ッ トも運動の
一

翼を担い
、 1911年には近隣12部族

と共同で 「リロ エ ッ ト宣言」 を採択 して い る 。 そ こ で は伝統的テ リ トリ
ーは部族間の 戦闘を通 し

て彼らの祖先が血 を流 して 守 っ て きた彼ら固有の 「所有地」で あ り、そ の 事実は白人が渡来 した

現在 も何の 変わ りもな い こ と等、彼 らの伝統的なテ リ トリーに対する権利を高 々 と謳い 上げ て い

る （Drake −Terly，1989） 。 しか し、こうした先住民 の 動向に対 して BC および カ ナ ダは さら に抑

圧 的な姿勢で対応する 。 特に 1927年まで に完成をみ る
一

連の イ ン デ ィ ア ン法の 改定で は、先住民

の舞踊 ・歌謡な どの儀式的な行為や 先住民 の 集会そ の もの が禁 じられ た L4 ：

。 こ うして 大部分の

先住民は 日常的 に は居留地の 枠内に止ま り、限 られた環境の 中で 生活して い くこ とを余儀なくさ

れ る こ とになっ た 。

　リル ワ ッ トで は 1900年の 前後に、隣接する 10 ヵ 所に居留地が設定 され て今 日に引 き継が れ て い

る 。 面積は合計で約2700ha。 現在まで 地 目構成等の詳細な測量はなされて い ない が、その概況は

1982年に リル ワ ッ トが主体 とな っ て策定 した土地利用計画か ら類推で きる （表 1）。 また、人口

は 19世紀後半に持ち込まれ た天然痘等 の ために大幅に減少 したが （Boyd ，1994） 、 そ の 後は 自然

増や カ ナダ政府 の 先住民 の 統合化政策等に よる社会増に伴な っ て急激な増加に転 じた 。 部族評議

会の 議事録等の 中に散見 される人 口 に つ い て の 記録で は、リル ワ ッ トの 居留地で 生活す る先住民

人 口 は 1915年 に 315人 、1933年350 人、1951年450人、1975年800人、1995年 1，053人 と推移 して い

る 。

　そ もそ もカ ナ ダの 居留地制度は 1876年の イ ン デ ィ ア ン 法に よ っ て 制度化され た もの であ り、

「居留地 とは カナ ダが イ ン デ ィ ア ン の 利用 、 便益に資する こ とを目的に保留する土地」として規

定され、カ ナ ダ政府イ ン デ ィ ア ン省は居留地の処分や 経営管理 に お い て 排他的な権限 を持つ こ と

が 明示 され て い る 。 イ ン デ ィ ア ン 法で は、先住民 は カ ナ ダ に庇護され る べ き民族 とい う認識を基

礎として い るた め に、先住民が独自に土地の 経営管理を管轄で きる ような法体系を とっ て い な い
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表 1　 リル ワ ッ ト居 留 地 土 地 利 用 計 画 （1982年 〉

Soum ：Mount　CurTle　Reserve　Lands　一　Lai”1　Use　Plan　1982

の で ある c51／
。 し か し、こ うした カ ナ ダ の 法制度上 の 枠組み と は別に慣習的な先住民 の 土 地利用

実態が認め られ て お り、
カ ナ ダ政府 も こ れ を黙認ある い は事後承諾 して い る状況がある 。

　こ うした 「事実上」の 土地利用は先住民の伝統的な権威体系 をそ の背景と しつ つ
、 居留地とい

う新たな領域 の 中で 先住民が独 自に作 り上げた財産権制度 と して と らえる こ とが で きる 。 こ の 内

容 を以下に み て い くこ とに したい 。

3．居 留地 に お ける慣習的な土地 利用

　居留地の慣習的な土地利用 で は バ ン ド （部族評議会）が リル ワ ッ トの 団体的な側面 を代表 し、

親族集団 （過去の 六 つ の ク ラ ン をその 原型 と して い る 〉や 各個人の 土地利用行為 を規制 して い

る 。 居留地の 過半を占め る森林や原野、牧草地、また公共的な施設等に供 され る土 地 はバ ン ドラ

ン ドと呼ばれ、バ ン ドが団体 と して 保有 して い る 。 また、居留地に は親族集団が保有する土地が

ある 。 こ れ は居留地が設定され る以前か ら1930年代の 頃 までに開墾され農耕地 として利用 されて

い た土地で 、
一

つ の 親族内で継承利用され て きた土地で ある 。 しか し、1940年代以 降は こ の種の

保有の 新設 は ない 。また、個人 の 保有地 は 個 人が農耕や宅地 の ため に バ ン ドラ ン ドを開墾 した±二

地 で 1940年代以 降に広が りをみ せ た 。

　 こ うした居留地 の 土 地 の 保有や 利用 の 性格をバ ン ドと個人 の 関係 とい う視点か ら分類 して みた

（表2） 。 こ の 表で 「利用」、　 「管理」、　 「所有」 とい う概念 を採用 したの は慣習的な土地利用

に お ける権利の ヒ エ ラ ル キ
ー

を示すこ とを意図 して の こ とで ある 。 こ こ で 「所有」者 とは 「利

用」　「管理」の 主体 ・内容 の変更等 につ い て最終的に決定す る能力 を持 っ た主体で あ り、　「管

理」者は 「利用」の 主体 ・内容の 変更等を為す主体、　「利用」者 とは実際に資源に ア クセ ス ・採
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表2　 リル ワ ッ ト居留地 に お け る土 地 資源利用 の 構造

「利用」 主体 「管理」主体 「所有亅 主体

森林 ・
造林地 個人 ・

伐採業者 バ ン ド バ ン ド

躙 個人 バ ン ド バ ン ド

公共施設 ・公園 個人 バ ン ド バ ン ド

縦 牛馬所有者 酪農 委員会 バ ン ド

親族所有地 親族内の 個人 繊 親族 ・バ ン ド

個人農地 個人 個人 個人 ・バ ン ド

馳 個人 臥 個人 ・バ ン ド

取する行為主 体で ある 。

　表2で特徴的な こ とは、バ ン ドが 「所有」主体の 中心 にある とい うこ とだろ う。 例えば、バ ン

ドラ ン ドで ある牧草地の 「利用」者は馬や 牛を所有する個人 で ある （現在約20名） 。 こ れ ら牛馬

の 所有者は酪農委員会を作 り、牧草利用の計画の 策定 をは じめ 牧柵の 設置や修繕など牧草地全般

の 「管理」主体 とな っ て 自律的に活動 して い る 。 しか し、土 地利用 を牧草地か ら別の利用に変え

る の は バ ン ドが最終的な判断 を下す （「所有」者的役割）。

　 また 、牧草地か ら牧草 を刈 り取 る よ うな場合に は個人 は バ ン ドに そ の 許可 を求 め て い る

（740506： こ れ以降部族評議会議事録は 6ケ タ の 数字 で 表す 日付 （例 ：1974年5月6 日→ 740506 ）を

添えて 引用する） 。 ある い は、個人が 開墾 した保有地に対 して もバ ン ドは 「所有」者的役割 を果

た して い る 。 ある 日の 評議会で は 「ア メ リカに出稼 ぎに行 っ た A ．・Becker （仮名 、 以下人名は仮

名）が 3年以上消息を絶 ち、当人が 開拓、保有 して い る 土地が荒れ て い る 。 当座、希望者を募 っ

てそ の 土 地を耕作 させ て土地の 荒廃 を防 ぐ」　（660412） こ とが決議 され た 。

　人口増加で 住宅不足が問題とな り始めた50年代以降、バ ン ドで は 「最近結婚 した2組の 夫婦が

住居 を探 して い る。現在未利用 の 宅地保有者 に 土地譲渡を勧告する」　 （541204 ） とか 「多 くの 若

者が土地を開墾 して宅地に しようとして い る 。 将来の住宅不足 に備え て 、今後個人 に よる宅地 や

農地 の 開墾 は 3エ ーカ ー
を限度と す る 。 また 、皆が 川岸に住居 を持て る よ うバ ン ドは 川岸の 切 り

払い 作業を して環境整備をする」　 （740408） とい っ た議論がみ られ た 。
こ の 他 、 荒廃 した個人保

有の 農地を バ ン ドが没収した り （660412）、火事で焼けた 2軒の 宅地を保有者が利用 して い な

か っ た こ とを理由に 当人の 意志を確認 しな い ままバ ン ドが 3軒分の 宅地 として 区画整理 を した

（650615）．こ ともあっ た 。

　こ うした事例が示 し て い る こ とは、バ ン ド （団体）が構成 員全体 の便益 に配慮 して い る こ

と。そ して 居留地に お ける 私的な活動が バ ン ド （団体）の 意向か ら自由で はない と い うこ と で

あ る 。
こ の 意味で居留地全体は総有的に管理運営 され て い るとい うこ とが で きよ う。

　 しか し居留地全体が総有的な性格を
一

貫 して 保持 して い る とはい え、その 内部に い くつ かの 動

きがある 。 居留地 で 進化 して きた土地権の 経緯を模式的 に い えば、まず、バ ン ドの 構成員が総有

的に管理す る バ ン ドラ ン ドの 中か ら、自己労働 に よ る 開墾とい う過程を経て個人利用 ・保有の 萌

芽が出 て きた とい うこ と 。 そ うした私的な行為は古 くは親族 （ク ラ ン）の 中に包摂 される方向

（親族の土地）に 向か っ て い たが、1940年代以降は個人 「所有」の 土地へ と向かう方向が生まれ

て きた こ と。 さらに、1960年代以降は バ ン ドに よる直営 の 森林や農場 の 経営、造林地 の 設置 、 公
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園 の 設定等が進展 して きた こ と。こ れは バ ン ド （団体）が構成員総 体か ら分離 して 、公共団体的

な性格を明確に して くる過程 と して もとらえ る こ とが で きる 。 こ うした土地は こ の意味で公有地

的な性格を持つ こ とに な り、 団体 に よる土地 の 管理 ・経営が構成員 の 利益 とどの ように結び つ く

かが 問われ る よ うになる 〔6 ：
。

4．居留地に お ける土地権 の変動

　 リル ワ ッ トで は今世紀の 早 い 時期か ら自給的な農業生産が展開し、狩猟 ・漁労 ・農業を軸に し

た経済生活が営まれ て い た 。 1930年代以降近隣 に多数の 入植者が人 る と、リル ワ ッ トの 人 々 は農

業労働者と して雇用 され始め る 。

　50年代 に は居留地周辺の 森林資源をめ ぐっ て伐採ブーム が始ま り、 先住民は伐採労働者 と して

よ り広 く雇用 され る 。 こ の 過程では 同時に自給経済の 衰退が進行し、60年代以降に近隣の森林資

源が枯渇 して 労働市場が縮小 して も先住民は自給生活に 立 ち戻る選択肢を選ば なか っ た 。 以降 、

彼 らの経済生活は カ ナ ダ の福祉行政 に大きく依存する よ うにな る 。 こ うした
．一
連の 経済構造の 変

動や カナ ダの 先住民政策は、居留地 にお ける慣習的な土地 制度に も大 きな影響をもた ら した。

4．1，小商品 生産に 適応 した慣 習的 な土地制度

　 リル ワ ッ トは 50年代に 居留地周辺 が採取林業資本に開発 され 、先住民が賃労働者と して 広 く雇

用される まで は 自給色の 強い 経済構造 を特徴 と した 。 電気 ・水道等の 現代的住環境の 基盤整備は

50年代の後半に、都市部バ ン ク
ーバ ー

地区との 間 に自動車道路が開通するの は 60年代に入 っ て か

らで ある 。 こ の ように経済生 活が比較的隔離 され て い た時期 に は バ ン ドは財産権制度の ユ ニ
ー

ク

な運用 によ っ て構成員個 々 の経済生活 を補完して い た 。

　例えば、1950年代に は近隣に敷設 され て い た鉄道 の拡張工事や修復等の ため に居留地 内の 木材

が次の ような要領で 使われた。

　「PGE 鉄道会社 は今年 も我 々 の 居留地か ら枕木 を調達 した い 旨を打診 して きた 。 今の とこ ろ そ の量 は 明

らかで は ない が村の 売店で は個人の 枕木供出量 に 応 じて ク レ ジ ッ トで 買い 物 が で きる こ とに な っ て い る 。

売店は PGE か ら 直接代金 の 支払 い を受け る もの とす る。枕木 の 切り出 し を希望す る 者は バ ン ドの 承認 の

元 に従事す る事。なお、こ れ は冬場 の仕事の ない 時期 の 雇用保険 に代わ る措置として行うもの とす る」

（541204）　o

　すなわ ち、バ ン ドはバ ン ドの森林 を元手に して 、 鉄道会社、先住民経営の 売店、仕事の ない 先

住民 の 三 者間を取 り持つ 森林 の 利用権 を設定 して い た こ と に な る 。

　また、60年代に はバ ン ドはバ ン ドラ ン ドを利用 して牛舎を建築 して 酪農を普及 ・支援 しよ うと

した り （680212）、集団農場 を建設 して当時衰退期にあ っ た農業活動の 再興を試み た 。 集団農場

で は バ ン ドが 機械設備や 土地基盤整備を して住民 の 自由な農地利用 を奨励 した り、住民を雇用す
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る バ ン ド直営の 農場経営も試み た 。 そ の 直営農場で は仕事の な い 先住民 に対 して 仕事 を供給する

こ とが第
一

の 目的 とされ 、 ク ロ
ー

バ
ー

の 種子の 生産をは じめ 、 オオ ム ギ 、 ジ ャ ガ イモ
、 イチ ゴ等

が販売を目的に して生産 され た （660324）。

　森林利用は50年代 まで は自家用燃料材等の 自己責任に基づ く自給的利用が中心だ っ た 。 しか し

60年代にな っ て失業問題が顕在化して くる と、バ ン ドは先住民個人 に対 して交換目的 の森林伐採

を小規模で ある限 りに お い て認め る よ うに なる 。 例 えば議事録に は 「L．Regan に
一

積み荷分の

米ス ギ の 伐採 を許可する。地代は丸太 1フ ィ
ー

ト当た り3セ ン ト。
こ れは失業手当て に代わる措置

と して 承認す る」　 （660324 ） とある 。 また、こ の 時期に は居留地内で 先住民の 個人が設置 した初

め て の 簡易製材工 場がで きてお り、バ ン ドはそ の 工場 の 経営を助けるため に森林伐採を認め た こ

ともあ っ た 。 居留地 の 木材 を有効利用す る こ とが 村 の 経 済発展 に と っ て 意義の あ る こ と

（641204＞と い う認識があ っ た 。

4．2．慣習的 な土 地制度の混乱

　居留地における慣習的な土地制度は 、60年代を境として、そ の根底か ら揺るが される こ とにな

る。 そ の 第
一

の要因は一±一地保有そ の もの に交換価値が発生 した こ とだ ろ う。 土地交換を想定 した

管理シ ス テ ム を備えて い なか っ た コ モ ン ズ は 、こ の 新 しい 状況に対応する能力を欠 い て い た。例

えば、
バ ン ドを介さな い まま個人間で の 土地売買が 広範に行わ れ た 。 土 地登録が シ ス テ ム として

管理 さ れ て い な い とい う問題 も表面 化す る （720502 ）。バ ン ドは 土地売買 の 仲立 になろ うと した

り （750916） 、 土地 の 適正価格 を設定 しようとする （771216）等の努力は したが、効果は上 がら

なか っ た。
バ ン ド会議 （770312）における評議委員たちの次の ような会話はそ の混乱 の度合い を

表して い る 。

T氏 「土地 の 売買は 個人 の 問題 。好きに させ て お け ば よい 」

V 氏 「い や、そ うで は ない c 酒 に酔 っ て本 人が 自己 の 行 為 の 意 味 が わ か らな い ま ま土 地 を売 っ て い る ケー

　　ス もあ る 。 外部 の 白人 に も土 地 が売 り流 され て い る 。 土 地が 誰の もの か が わ か らな くな っ て い る」

R 氏 「す べ て の 土 地 の 権利 の 移 転は バ ン ドを通 さ な けれ ば な ら な い
。 そ れ を唯

一
合法的な もの と して 管

　 　理す る必要が ある」

　 と こ ろ で 、こ うした混乱の 遠因に は カ ナ ダ政府が居留地 に導入 したCP （土地所有証明） とい

う擬似的私的土 地所有制度が あっ た 。 リ ル ワ ッ トで は 1957年以降CP の導入が計 られ て い る 。 導

入 に あた っ て は測量 と区画整備がなされ、区画を占有する個人 を確認 した後、そ の個人を対象に

CP とい う地券が カ ナ ダ政府に よ っ て 発行 された。しか しなが ら、　 CP が意図し た私的 「所有権」

の 確立は、慣習的な土地保有 に取 っ て代わ る力は な く、両者は 中途半端に共存す る こ とに なる 。

先住民 の 多くは個 人の 土地 へ の 権利が法制度 と して 安定化す る こ とを望ん で は い たが 、CPでは

私的利益 を強調 しす ぎて い て 団体的な統括が不可能に なる とい う認識が あ っ た 。

　他方、企業家的 な野心 を持 っ た先住民に とっ て もCP を担保 に金融機関 と交渉する こ とが で き

るわけで もない 。 CP 自体は カ ナ ダの 一
般 社会 との 間に通用性 ・整合性の全 くない 、専 ら居留地
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にだけ通用す る擬 似 的な所有権で しか ない の だ 。
こ うなる とCP の 意図す る所が非常 に不透明で

あ っ たと言わざる を得ない
。 事実、当時の 先住民の 間 に は CPの 導入 は やが て居留地の 切 り取 り

に つ なが る とい う猜疑心が生 まれ て い た （当時 、
マ ス ク ゥ イ ム 等他の居留地 で はイ ン デ ィ ア ン 省

が先導 した土地の貸 し付けが進み、先住民が居留地から事実上排除され る こ ともあっ た） 。 総 じ

て CP は実効性の低 い まま、居留地 の 土地利用に関わ る権威の 二重構造だけ を改 め て提示 し、慣

習的な権威機構 を混乱させ る こ とに寄与 した とい え る だ ろ う。 なお、CP と慣習法 との 間の 矛盾

は、カナ ダの居留地 に お ける基本的 な問題 として先住民
一

般が 認識 して い る （DIAND ，1990）。

　さ ら に 、居留地 に お け る 団体 （バ ン ド）の 統制力を弱体化 させ た の は商業的な林業の展開で あ

る 。 1955年の イ ン デ ィア ン 法の
t−−tt

部改正 は居留地内の森林資源の販売を可能 としたが 、 60年代前

半まではバ ン ドは先住民個人 の 小規模、自給的な範囲 の森林伐採に限 っ て認め て い た 。 外部資本

の森林伐採の 要求に は森林資源の保護を理 由に
一
貫 して拒絶 して い た の で ある （650513）。 しか

し、60年代後半以降はバ ン ドの防護壁 として の役割は切 り崩 されて、居留地内の森林資源は外部

資本の 草刈場 と化 して しま う。

　そ の 先鞭 とな っ た の は リル ワ ッ ト先住民 の 内部か ら生 まれ て きた商人的な資本の活動で あ っ

た 。 外部の 採取林業資本 （Canadian 　Forest　Product，　B ＆ 1　Forest　Product，　North・lnlet等）は各 々 リル

ワ ッ ト内部 の 先住民 を雇 い 、彼 らを交渉窓口 と して バ ン ドと森林伐採 の 契約 を結ぶ とい うシ ス テ

ム を確立 した 。 また、こ の 時期は居留地周辺で ブーム とな っ た森林伐採活動が
．
段 落 して 、労働

力 と して雇用 され て い た 先住民 の 中に多くの 失業者が生 まれ た 時期 とも重な っ た 。 居 留地内の森

林資源に対する伐採圧力が 内外か ら高 まっ て い た の で ある 。

　 こ うして大規模 に進んだ居留地の 商業的な林業の 展開に対 して、バ ン ドは バ ン ドによる統制力

を回復 させ るため の様 々 な試み を行 っ た 。 例 えば 、 少 しで も立 木に付加価値 を付て販売する こ と

を目的にバ ン ド経営の 製材工 場を建設 した （760217 ）。 ある い は、森林収入を基金と して造林お

よび経済振興に役立 て よ うとす る試み （740527）や立 木代 金を 10フ ィ
ー

ト立方当た り5 ドル か ら

10 ドル に倍増 した りもした （740506 ） 。

　 しか し、翌75年 に は 10ドル か ら6 ドル に引 き下 げ られ る （750217）等 、
こ れ らの 試みが成功す

る こ と は な か っ た 。 急激な森林伐採圧 に対する バ ン ドの 対応は付焼き刃的で あ り、交渉に よ っ て

立木代金 を十分に取得する こ とも、 森林収益 を有効に利用する よ うな経営手腕もバ ン ドに は 不足

して い た 。

　こ うして 80年代の 前半 まで に は居留地 の森林資源は枯渇 し外部林業資本は居 留地 を去 っ て い

く。急激な産業化、先住民 の賃労働者化や先住民自体の人格の 個人化に伴 っ て バ ン ドに よる共同

体的な規制が機能 しな くな り、土地資源の 荒廃 を生 んだ とい えよう。

4 ．3．リル ワ ッ ト土地法 へ の 模索

　80年代に入る頃、リル ワ ッ トで は バ ン ドの 土地管理能力回復の前提 として、慣習的な土地利用

の 仕組み を構成員の 間で 明確 にする必要性が認識 され て い た。やが て、彼 らの 中に慣習法を成文

立法化 しようとす る気運が生 まれ、1982年の 住民総会で は リ ル ワ ッ ト土地法を確立する こ とが全

員一致で採択 され た （820714） 。 そ こ で選出 された土 地管理委員会は 5年間の 準備期 間 の 後、
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表3　 「リル ワ ッ ト土 地 法」原案

A ．定義 L バ ン ドとはマ ウン トク
ー

リ’一（リル ワ ッ トネーシ ョ ン ）・イ ン ディア ン
・バ ン ドを意味する。2．バ ン ドカ ウン

ー
：7レ （部族評議会）

とは選任 され た首長およU 簫 讖委員を意味する D3 ，親族とはバ ン ドメ ンバ ーの曾祖父母、両親、配偶者、子供 を意味する。4．親族の 上地

とは親族によって継隗的に 占有 弟 開 され てき た居留地 内の 士地 を意味する。5，土地醐 邑委員会は部族評 議会の 議決で選任される委員で樽

成 され この 法律の 定め る任務を遂行する。6．土地管理 専門委員は部 族評議会に任命されこ の 法律の 定める任務を遂行す る。7．土地 登記 事務

係は部族評議会に任命 され この 法律の 定め る任 務を遂 行する。8．土地 利用計画とは 1982 年に 策定されたバ ン ド土地利用計画を意味する。9，
居留 地 とは イ ンデ ィア ン法で バ ン ドの 便益 のた めに設定 され た土 地の 全体を意 味す る。
B ，士地区分 1．居 留地 内の 土地 は 土地 利 用計画 に 基 づい て 区分され る。2 ．」地 利用計画の改定は部族評 議会決議 と住民総会の承 認を必

要とする e3 ．この法律の 発鵬 こ：ヒ地利用計画と対立する士地利用地 は条項 L （2 ）に 従っ て取 り扱 う。4 ．バ ン ドの土地 に対する開発行

為は 土地 利用 計画 に定め られ た もの に限るe5 ．バ ン ドの 土地 の 開発を希望するバ ン ドメ ン バーは 土地管理 委員会に 申請する。　 th 申請者は 希

望する利用の 内容、期間、期待する地代料金を申講書に 明記する 。 b．土地管理 委員会は必要 な場合、申請者との協議を持 ち申請の 検討
・
修正

をする。e ±地管理委員会は申請の 承認 ・非承認の 意志を部族評議会に報告す る。　dU 管理 委員会は 申請につ い て経済開発委員会 と協議を

持っ 。後者は地代料金の設定 とi地 利用内容等を勧告す る。e，土地管理 委員会は経済開発委員会の 勧告書を部族評議会に提出する。　f剖嗾 評

議会は申請に対す る意志を最終 決定する。非承認の 場合、議決後 6 ヶ月 間は 同様の 土地開発の 申請はで きない 。6．居留地の木材の 伐採には

土地管理委員会の 承認が必要で ある。a．伐採を希望する者は土地管理委員会に申請する。　b．商業崗采で は±地管理委員会は 経済開発委員会が

定める立木代金を徴収する。C．伐採申請が土地 管理委 員会に拒否された場合、申講 者は 30 日以内に部族評議会に再審査 の請求がで きる。
C ．放牧地 放抛 は酪農を営むバ ン ドメンノt一全員の 自由な利用に供 され る。但 し、旗枚地の改良等のために必要と認め られる場合、覯嗾

評議会は放牧地を閉蹟するこ とができる。
D ．親族の 土地 ユ．居留地 内の ±地登詔 ま全てこ の 法律が績括する （イン ディア ン 法の 「土地所有証明］ は無効）。　2．親族の 土地の移動

は土地登記事務係の 承認 を必要 とする。3 ．±地 登記事務係は次の条件に照 らして親族の 士地 の移動 を承認する。a 親族の±地 ま±地 登記事

務係が親族全員の 同意 を確認 しない 限 り親族以外に移転 されない 。b．土地登記事務露調司
一親族内の 土地の移動を承認する。　c親族の土地の

移動先は パン ドメン バ
ー

に 限る。d親族の 甥 助 柴 利用 の 場合、パ ン ドメン バ
ー

はそ の 士地利用を二辷黽管理専門委員に申請できる。専門委員

は勧告案 を含んだ報告書を作成 し土地管理委員会に提出 する。土地 菅理 委員会は 当該親族に面接しその 意志を確認する。親族の 同意 を得られ

る場合、土地管理 委員会は部族評議 会に報告 し部族評議会は最終承認をする。　 4．歴史的±地利用の 記録 a 親族の 土地が論争を會む 場合、
その 移転 ば 承認 されない。b．土地移転 を希望する個人は 自己の 行為内 容を十分 に理解する必要が ある。

　or親族の 請求で±纈 腎委員は当

該親族の土地領域を明示 する。吐士地管理専門委員は必要 な場含、残存文書や聞き取 りにより土地の 経歴を調査をする。e．こ の調査で 土地論

争が認め られ る場合、土地 管理委員会は論争当事者と面 接し論争の 調停に努める。これで飴争解決に至 ると±地管理委員会はそ の 旨報告書を

作成し部旛 平議会に提出する。黜 ）あるバ ン ドメンバ ー
は 60 日以内に部族評議会に対 して再審査請求する。f論争が認め られ る土 地で

一
方

の 当事者が 他方の 同意の 下に土地改良 し［tjton 直を高め、　aby）、その 土地の 後者への 帰属が決定 した場合、後者ttAtFt；tこ差額補償をする。
E ．土地組保 部族評議会の 同意がない 限 り、居留地の い かなる土地も担保 として利 用できない 。
F ．土 地登記書： 第

一
登記書は個人間の 土地の 移動や土地論争解決の 際に．第二 登記書は 居留地内の 土蠏 1用申請に使われる。

G ．過渡的間咥 この 法律が発効する以前にイン ディア ン 法による 「±地 呆有証明」 を受けa ・る±地 まこの 法律の 下に再墜記する。居留地

内の全て の士地利用はこの 法律が一元 的に管理する。
H ．土 地の接取及砺iUStt： ユ．道路、上下水道 等 公共施殻設置の ために±地 6撫 される。この 場合、土地管理 専門委員は部族評議会の 承

認の 上、itle接収の 対象 となる臥 親族にiAt21収の 同意に努め る。2，居留地 内の 全 ての ±地 全 ての道は バ ン ドメン バ r 嘲 こ供 さ

れ る 細 人が 特定 目的で造 成した道は例 ff）。脚 『等、通 行を妨げる よ うな構造物の構築には部族評議会の承認を必要 とす る。
1，部族評議会の 履用惹 部旒 評議 会が雇 う非バ ン ドメ ンバ

ー
は ．評議会との契約の 上 、居留地内に居住できる。

」．居留塘利用の 高度化 バ ン ドは農 地利用、建騰 ・利用等、居 留地全体が 高度に利用され るぺ きこ とをこ こに宣言する。
K ．土地論争 1．L 親族内の論 争、　li．親族間の 論争1 血 部族評議会と親族、個人 との論争、にお ける論争解決の 手続 きを確立する。2 ，
手続 きの 確立は 土地保 有を明確 1匕し論争当事者以外の 干渉の 誹除を目的 とす る。3 ．土地管理専門委員は．論争当事者と協議 し、論 争内容を

地図お よび文書で示 し、論争の reA，を明確「匕する。4 ．上で論争が解決しない 場合、部族評議会と士地 管理委員会か ら構成される ／蛛 ル が 招

集 され る。バ ネノU ＃Si争当事者と会合し、その 論点を審査し論争解決 に努め るe　 5．上記 3 または 4 で解 決された論争は＿士地登記 を経て 、
その 帰属が確定す る。6．土地論争を含む土地の移動は承認 されない。7．±地登記事務は居留地内の 土地全て関する文書を管理 す乱 そ こ

に ；a・Jti道や電線等鮒 1iが接収 した ±地 の舗 量 計画に関る文書等を含む。　　　　　　　　　　　　
’

L．執行 ； L この 法律は 部痍評議会の 議決で 発効する。2．こ の 法律に違反す る行 為が認め られた場合、部族評議会は当人の 評議会出席を

勧告し 、必要 な場念 居留地に対す る当人の 上地権を影鷹 するe この 刑罰はその 後の住民総会で報告 され総会の名に お いて 承認 され る。

1986年に 「リル ワ ッ ト土地法」の 原案を作成する （表3）。．

こ の 法律案で 注 目され る の は リ ル ワ ッ ト土 地法の権限 が CP に代表され る カ ナ ダ政府 イ ン デ ィ

ア ン 省の 居留地行政 に関わ る権限に優越する こ とを明示 した こ とだ ろ う。 こ の 土地法で は 土地管

理 の た め の専門機関を設置 した上 で 、
バ ン ド （部族評議会）を最高の議決機関に 、 住民総会を最

終の 承認機構 と して位置づ けた 。 内的な規 制につ い て は 、 先に示 した ように個人の土地利用行為

等に対する団体 （バ ン ド）の 「所有者」的な役割を重視して い る。 また、親族グル ープの 間には

バ ン ドが親族の 問題 に干渉する こ とを問題 視す る人 々 もお り、土 地法で は 「親族 の 土 地」に お け

る 親族の 自律性 に
．一．．
定 の 配慮を示 して い る 。
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　 しか し、こ れだけ力を注 い で練 っ て きた法律案だが 、未だに法案は案の まま住民総会で の 承認

を通過 して い な い 。そ の 理 由 の
一

つ は、こ の法律が リ ル ワ ッ トの 内的 な秩序を再興 し得る として

も、現時点で は リル ワ ッ トの 慣習的な立法をカ ナ ダ政府や カ ナ ダ社会一般が許容する見込み は な

い ため だ 。 土地利用が商業的 ・企業家的な動機で動 くこ とが多 くなる 中で 、 リル ワ ッ ト土地法が

外部社会 との 通用性 を保障で きな い な ら、やが て は法律運用 に限界が訪れ る こ とは明 白と多くの

人が考 え て い る 。

　また別の 理 由は、そ もそ も土地法を作る主要な動機が土地 の 帰属をめ ぐる混乱の 解決にあ っ た

が、こ の 土地法に よ っ て既得権益を奪われ かねない 人々 が新た な土地論争に加わ り始めたため で

ある。一
つ の 区画の 土地利用 の 歴 史を溯る と複数の 人が何 らかの形で関与 して い る場合が 多い

が、それが文書と して 残 っ て い る こ とは極め て 希で ある 。 記憶 に頼る とい っ て も限界がある の だ

C71i
。 リル ワ ッ ト土地法の 成功に は、こ うした諸問題 に対 して 明確な見通 しを立て る こ とが条件

と な ろ う。

5．財産権 （土地 権）の 現状　権威の 二 重構造が帰結 した こ と

　財産権が社会的な権威の 上 に 成立する こ とは最初に述べ た 。 居留地に お い て発現 ・進化 して き

た慣習的な土地権 もリル ワ ッ ト先住民 社会 の 内的な権威機構 を背景 として い る。しか し、リル

ワ ッ トの権威機構は現実の 歴 史環境の 中で は常 に カ ナ ダとい う国家の権威機構 との競合に さらさ

れ て きた 。 こ こ に権威の 二 重構造が生 まれ る こ と になるが 、 両者 の 力関係は 時々 の 時代環境 の 中

で 大 きく変転 して きた 。 二 者の 関係は政治的な場面ばか りで はな く、経済的 、 祉会的、文化的な

あらゆ るチ ャ ン ネル を通 して形成され て きた 。

　カナ ダに よる百年来の 同化政策は 、 財産権 とい う視点で は先住民の権威機構の源で ある世界観

の 破壊を進め た 。

一方、そ うした歴 史的な潮流 に対す る先住民側 か らの 反発 は70年代に活発化 し

た 。 当時、北米全域で展開した先住民の社会運動や それ に連なるカナダ先住民の土地請求運動で

は先住民的な世界観の 再構築が運動の 重要な構成要素になっ た。言語の 保存 ・
回復、歌謡 ・舞

踊 ・装飾や伝統儀式の発掘、ある い は伝統技術、伝統的なライ フ ス タイ ル の 復興等、 広範な ソ フ

ト分野が セ ッ トとして追求 された 。 こ れ らが民族の新 しい 求心力を創造 した とい う側面がある 。

　リル ワ ッ トで も70年代中盤以降、新たな求心力を背景 として 伝統的な テ リ トリ
ー

や 漁業 ・狩猟

に対する権利闘争が急展開 した 。 それ は時 に武装闘争の 様相 も帯び る 急進的なもの で あ り、事

実、リ ル ワ ッ トで は 75年 、 90 年 と二 度 に わ たる道路封 鎖や 機動隊 との 衝突 を経験 して い る

（Nemoto，1998）。リル ワ ッ ト土地 法の 模索 など も、リ ル ワ ッ トにお ける社会運動の
一一

環 と し

て 進展 した面がある 。

　
一

方、近年 の カナダ政府は多文化主義を国是 に先住民 の 文化の 回復にも積極的に取 り組ん で い

る 。 先住民社会を頭か ら押 さえつ けるような明白な同化政策は終焉 したか に み える 。 実際、カナ

ダが福祉型社会を標榜 して現在に至る過程で は、先住民 の 経済的困窮を認識 して真摯に援助 した

こ とも確か で あろ う。 多くの 予算が 先住民救済の ため に支出 され て きた。また、先住民 の 自律 を
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表4　バ ン ド組織 の 肥大化

促す として 、教育や福祉、住宅建設等に関 わ る権限お よ び 予算を中央の イ ン デ ィ ア ン省か らバ ン

ドレ ベ ル に 降ろす行政改革 も行 っ た 。

　しか しなが ら、こ うした近年の カ ナ ダの 先住民政策が結果 として もたら したもの は、生活保護

を受ける先住民が 80％ に も及ぶ ような極端なカナ ダへ の依存構造で あ り、中途半端な権力の 委譲

に伴うバ ン ド組織の 官僚化 （表4）と財政資源の 配分 をめ ぐるバ ン ド内部の 権力闘争である 。 事

実、バ ン ドの 取 り扱う予算は年間Can ＄2000−7000 規模 （50年代）か らCan ＄200−300 万規模 （70年

代後半以降）へ と急激に増大 した。

　リ ル ワ ッ トの 人 々 は、カ ナ ダの 先住民政策が結果と して リ ル ワ ッ ト社会を分裂に導き、先住民

の 社会運動 を収縮 させ た とい う現状認識 を持っ て い る 。 80年代には 官僚化 した バ ン ド組織の 改革

がリル ワ ッ トで は大きなテーマ となっ て い た 。 例えば、バ ン ド組織は行政サ ービ ス に関わる事務

的な事項の み を担当 し、政治的な意志決定は伝統的な フ ァ ミ リ
ーヘ ッ ドシ ス テ ム （親族の 長の 会

議に よる意思決定法式）を復活させ ようとす る動 きもあ っ た （830130）。 こ うした発議は現在に

至る まで 繰 り返 しなされ て い る が、現実に機能させ る の は困難なよ うだ 。 フ ァ ミ リ
ーヘ ッ ドシ ス

テ ム にして も過去の 六 つ の クラ ン の 議決シ ス テ ム の 焼 き直しだが、それが機能 して い た の は百年

以上 も昔の こ とで ある 。 現在、各個人は
…・

体 どこ の ク ラ ン に属するの か、ク ラ ン の 意志決定の 方

法 と は どうい うもの だっ た の か等、そ の基礎 となる知識 さえ共有されて い な い （850113＞。 ま

た、経済の 依存構造が
一

度安定化 して しまうと積極的に現状を変革 しようとする動機が萎んで い

くこ とも事実だ ろ う。

　70年代の 急進的な運動の 中核を担 っ て い た 人 の 多くは 、未だ 「伝統派」として 変革を目指 して

い る が 、そ の 支援者 は確実に減少 して い る 。 今で はバ ン ドの 中核に はカナ ダ との 現実的な対話を

重視する 「カ ナ ダ派」が独 占し、 また、個人の活動で は軌道修正が不可能なほどに官僚化が進ん
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で い る 。 現在 の 構造的な悪循環か ら脱却する こ と は非常 に困難な状況に ある 。

6．まとめ

　 本研究で 明 らか に な っ た こ とは以下の 諸点で ある 。

　（1）カ ナ ダ先住民社会リ ル ワ ッ トネーシ ョ ン で は 、民 族 の ア イデ ン テ ィ テ ィ
ーを根こ そ ぎ奪わ

　　れ か ね ない 歴 史環境の 中で 自己の基盤 と して の 共同体社会を堅持 して きた 。

　（2）リル ワ ッ トでは 、 居留地 とい う押 し付け られた限定的な空間の 中 で 、コ モ ン ズ と して の 総

　　有的な 一L地利用 シ ス テ ム を形成 ・発展させ て きた 。

　（3）リル ワ ッ トに お ける土 地利用 シ ス テ ム は自給的 、 あ るい は小規模の 商品経済の 段階 では比

　　較的うまく機能 した。

　（4）しか し 、 そ の 後の 自給経済の 衰退 、賃労働者化、土地 の 商品化、生 活保護へ の 依存 とい っ

　　た
一

連の 過程の 中で 、慣習的な土地利用の シ ス テ ム は 明らか に失敗 した 。

　（5）ただ し、そ の 失敗 に は 財 産権 （上地所有 と 利用） の 権威 ・権限に関 わ る カ ナ ダ との 二 重構

　　造の 問題が強 く影響 し、それが結果と して 土地資源利用 と管理 の 自律的 な展開を閉塞状態に

　　導 い た。

　 こ うし た リ ル ワ ッ トの 事例は、コ モ ン ズが現代 の文脈の 中で 成立す る ため の 要件が国家体制 の

問題 にあ る こ と を示 して い る。つ まり、コ モ ン ズ を形成する よ うな共 同体や地域社会の 自律的な

活動を国家シ ス テ ム が い か に包摂 、 陶冶 し得るの か 、 さら に 、 それ を可能とす る国家意思が ど う

形成され る べ きかとい う問題 に直結 して い る 。 リル ワ ッ トの 場合、今後 コ モ ン ズが機能する ため

には権限 の 分割を含む大胆な政治構造の 改革が必 要であ る 。

　世界各地の コ モ ン ズや、そ の 母体と して の 共同社会は 、各々特殊 ・個別的な歴史環境の 中で形

成 ・進化 して きた もの で ある 。
コ モ ン ズが将来の 資源管理 の 方策と して展望され る として も、

各々 の 現実 に対応 した最 も適切 な道筋や戦略を組み 立て る こ とが重要で ある 。

注

く1）　「リル ワ ッ トネーシ ョ ン 」とは先住民 自らが 自律性を示すため に用い る 呼称で あり、カ ナ ダ、イ ン デ ィ

　 ア ン 省 が 先 住民 の 末端行政 組 織 と して 位 置 づ け る マ ウ ン トクーリー部 族 評 議 会 （Mount　Currie　Indian

　 Band ） と同
・
の 団体 で ある．

（2〕聞き取り調査 に よ る と、家族単位 の トラ ッ プラ イン （毛皮交易を目的 と した皮革獣狩猟の た め の 排他

　 的 な 領 域） 制度 は 北 に 隣 接す る チ リ コ
ー

チ ン ・ネ
ー

シ ョ ン （Chilcotin　Nation）か ら19世紀後半 に 伝播 ・

　 成立 した 。

（3）BC 、ケベ ッ ク等 を除 く各州 で は 内容 の 正 当性 に問 題 が ある もの の 先住民 との 間 に条約 を締結 した 。　BC

　 で 1874 年以 降に 確立 す る一
連の 土 地法で は 開拓移民 へ の土 地 譲 渡 や低額で の 売却 を進め 、森林資源も土

　 地付 きで 私企業 に譲渡 ・売却す る と い う無軌道の 開拓政策が 進行 した （Tennant，1990）。

（4）1949年 まで イギ リ ス の 枢密院が カ ナ ダ に お ける 最高裁判所の 役割 を果 た して い た た め に 、先 住 民 が イ
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　ギ リス に直接 訴 え か け る こ と を カ ナ ダ政 府 は警戒 して 、先 住 民 が 資金 を集 め る こ と、法律 家 を雇 用 す る

　こ と等の事項も禁じて い る 。 なお ：1951年の イ ン デ ィ ア ン 法改正 で こうした禁止条項 は削除 され た 。

（5） カナ ダの 先住民土 地権 に 関す る法環境 は変転過程 に あ る 。 現状 で は、最高裁 DelgI  uukw 判決等 に よ っ

　て 、（a）先住民土地権の 認定 は 1763 年 の 英国国王布告 の 適用を受けず、（b）コ モ ン ロ
ー

に 従 っ て 歴史的な

　土地の 占有
・
利用の 事実 に依 る と される

一
方、（c）先住民の 土地 に対す る interestsは主権や 所有権 に は当

　ら ない
一

種の 利用 権で あ り、（d）ヨ ーロ ッ パ 文化 に影響を受け た 土 地利 用 は先住民 土 地 権 とは認 定 され な

　い と して い る。裁判所 ば先住民 土 地 権の 具体化は行政主導の 交渉に委 ね る のが 最善と した ため、BC で は

　条約委員会が 発足 して 部族 や バ ン ド単位で の 交渉が 始 まっ た 。 交渉最終段階に あ るニ ス ガ交渉で はその

　内容 に 関 して 内外か らの 批判 は 大 き く、また、リ ル ワ ッ トを 含め た2−3割 の 先住民が
一

貫 し て BC 主 導の

　条約交渉を拒否す る なか、ニ ス ガ以下 の 交渉が 進展す る か疑問視 され て い る。

（6） リ ル ワ ッ トに お け る 括 弧 付 きの 「所 有 」 で は 、総 有的 な 土 地 保有構造 の 中か ら生 まれ て きた 団体 の 調

　停機能が特徴的で ある 。 後に 団体と構成員が 分離す る方向に向か い 、バ ン ドに よ る強権的 な土 地 利用 関

　係が 形成 され るの は、後述す るバ ン ドの 官僚化等の 動き と符合 して い る点 に 注意 した い
。

（7）例 え ば 次の よ うな 不平が バ ン ドに 寄 せ ら れ る 。 「私 こ と L．Millerは 、父 R ．Vickerか ら 譲 り受 け た 土

　地 につ い て 私 の 権利 が 剥奪 され る こ とを恐 れて い ます。N．　Reganが 現在居住 して い る上地 は私が 父 か ら

　 相 続 した もの で、家 屋 部 分 だ けが 私 の 義 姉 J．Millerの 所 有 物 で した。彼 女 は こ の 家 屋 を私 た ちの 共 通 の

　父 R．Vickerか ら相続 して い ます ． 義姉 が 死 去 した 時点で 彼女 の 息子 D ．　Grey が この 家屋 の 所有者 に な り

　ました 。 D ，　Grey は こ れ を C ．　Grant に 売却 して い ます 。
こ の 時に C．　Grantは土地付 きで 購買 した と思 い

　違い を し た の か も しれ ませ ん。そ の 後、C ．　Grantは こ れ を子供で あ る N ．Regan に 残 しまし た が、それ は

　家屋部分で土地は関係がありませ ん。土地部分 は
一
貫して私 に権利が ある の で す。そもそも、父 R．Vicker

　 は こ の 家屋 と 土 地 と を彼 の 母 か ら 相 続 しま した 。彼の 母 （私 の 祖 母 ） は 上 地 と 家屋 を B 、Easton か ら ニ

　ワ トリの代金 として 譲 り受けたそ うで す」　〔810914）。しか し、こ うした話を裏付ける文書は何もな く、

　当事者 の 多くが他界 して い る 。
こ う した 問題が 相次 い で 起 きて い る現状 で は、論争 の 解決 は不可能 に 近

　 い 。
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PROPERTY  RIGHTS  IN CANADIAN  ABORIGINAL

  RESERVE  SYSTEM:  CHANGES  IN LAND  USE

     ACTIVITIES  OF  THE  LIL,WAT  NATION

NEMOTO  Akihiko

JAPAN  WOOD-PRODUCTS  INFORMATION  AND  RESEARCH  CENTER

        1-7-12 Koraku, Bunkyo-ku, Tokyo, 1 12-OO04, JAPAN

    This study  deals with  the changing  dynamics of  land use  systems  in an  indigenous

community  in British Columbia, Canada, namely  the Lil'wat Nation. One of  the key

analytical  tools is the concept  of  property, which  clarifies the role  played by authority

and  institutions as regulators  and  decision-making factors in land use  management.

Property has a strong  relationship  to various  transitions in the  life of  Lil'wat peeple.

     This descriptive study  employs  a combination  of  participant observation  and

archival  research.  The issue of authority  arises in the power relationship  between Canada

and  the Lil'wat Nation. Several historical events  presented in this paper show  how

political and  economic  imperatives shaped  their relationship,  as well  as the internal

power relationship  within  the Lil'wat community.  Rapid and  important changes  in the

decision-making situation  significantly  affected  land use  projects on  the reservation.

A  number  of  governmental initiatives created  and  perpetuated a state  of  dependency

and  dissension within  the aboriginal  community.  Because land use  practices cannot  be

viewed  in isolation, this paper concludes  by  emphasizing  the importance of  political

reform  and  decentralization.

Keyworcts andphrases;  property  rights,  commons,  indigenous land rights, social

    change,  aboriginalpeqples  in Canada
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